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【序文】 

独立行政法人通則法第三十一条の規定により、平成 20 年度の業務運営に関す

る計画（独立行政法人理化学研究所平成 20 年度計画）を定める。 

 

Ⅰ．国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達

成するためとるべき措置 

 

１．新たな研究領域を開拓し科学技術に飛躍的進歩をもたらす先端的融合研究

の推進 

 

戦略的に新たな科学領域を開拓し、科学と技術に飛躍的進歩をもたらすとと

もに人類社会の発展に貢献するため、新たな研究の芽を生み出してきた「中央

研究所」とそれらの芽を最先端の研究領域に育んできた「フロンティア研究シ

ステム」とを総合化する。先端計算科学、ケミカルバイオロジー、物質機能創

成、先端光科学の４つの領域を設け、戦略的に研究の芽を育むとともに、独創

的・先導的な研究課題を推進し、新たな研究の芽を生み出す。さらに、分野の

垣根を越えた柔軟な研究体制を所内外・国内外にも広げ、複合領域・境界領域

における研究を推進する。具体的には別紙１に記述する。 

 

２．国家的・社会的ニーズを踏まえた戦略的・重点的な研究開発の推進 

 

我が国の研究開発機能の中核的な担い手の一つとして、国の科学技術政策の

方針に位置づけられる重要な課題や、様々な社会的ニーズのうち科学技術によ

り解決しうると考えられる課題について、その解決に向けて戦略的・重点的に

研究開発を推進する。 

そのため、国内外から優秀な研究者を集めるとともに、国内外の大学、研究

機関、企業等との密接な連携のもとに、計画的かつ効率的・効果的に研究開発

を実施する。具体的には以下の研究について別紙２に記述する。 

（１）脳科学総合研究 

（２）植物科学研究 

（３）発生・再生科学総合研究 

（４）免疫・アレルギー科学総合研究 

（５）ゲノム医科学研究 

（６）分子イメージング研究 

 

３．最高水準の研究基盤の整備・共用・利用研究の推進 

 

国家基幹技術であるＸ線自由電子レーザーや次世代スーパーコンピュータ等

の大型研究施設等の最高水準の研究基盤を活かした先端的課題研究を推進する
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とともに、ライフサイエンス分野に共通して必要となる最先端の研究基盤や、

生物遺伝資源（バイオリソース）の収集・保存・提供に係る基盤の整備、さら

にはそれらの高付加価値化に向けた技術開発を推進する。 

また、最高水準の大型研究基盤や知的基盤を着実に整備し、国内外の研究者

等に共用・提供を行うことで、外部機関等との相補的連携の促進を図るととも

に、研究成果の創出や基盤技術の普及に努める。 

また、「特定先端大型研究施設の共用の促進に関する法律」（平成六年法律第

七十八号）第五条に規定する業務（登録施設利用促進機関が行う利用促進業務

を除く。）についても、着実な実施を図る。 

具体的には以下の研究・事業について別紙３に記述する。 

（１）加速器科学研究 

（２）放射光科学研究 

（３）次世代計算科学研究 

（４）バイオリソース事業 

（５）ライフサイエンス基盤研究 

 

４．研究環境の整備・研究成果の社会還元及び優秀な研究者の育成・輩出等 

 

（１）活気ある研究環境の構築 

①競争的・戦略的・機動的な研究環境の創出 

より競争的な研究環境を醸成し、新たな研究分野への取組や独創的な研究成

果を創出するため、研究成果について公正かつ透明性の高い評価を実施し、そ

の結果を所内競争的資金等研究資源の配分に反映する。 

所内競争的資金においては、戦略的研究展開事業及びセンター長等における

裁量経費により、幅広い研究分野・多様な研究アプローチを有する所内の各組

織間で一層の横断的連携の強化を図り、異なる研究分野、研究手法等が融合す

ることで次代の科学技術の重点領域となるべき研究を推進するとともに、研究

システムのあり方や研究資源の配分についても研究の性格に合わせて柔軟に対

応する。さらに国家戦略、社会ニーズの観点から緊急に着手すべき研究や早期

に加速することが必要な研究、萌芽的な研究についても迅速かつ柔軟に対応す

る。 

平成 20 年度は、これまでも実施している研究プライオリティー会議、理研科

学者会議等において、将来に向けた研究政策の議論を行い、研究運営に反映さ

せる。また、より戦略的なアプローチが行えるように組織横断的、分野横断的

な連携を行うためのワークショップや研究会等を開催して、トップダウンで研

究を実施する。さらに、研究者の活力を支援するためのボトムアップ研究も実

施することで、最適な研究推進の運営を図る。 

 

②成果創出に向けた研究者のインセンティブの向上 
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成果創出を促進するためには、優れた研究者等が最大限の能力を発揮できる

研究環境とそれを支援する体制の充実が必要である。 

また、働きやすい研究環境を維持し、活発な研究活動を実施するためラボマ

ネジメントに関する研修や個々の能力開発に関する研修の充実を図る。 

平成 20 年度は、優れた研究者等が最大限の能力を発揮できる研究環境とそれ

を支援する体制の充実を図るため、複数年度契約の導入やキャリアパスの構築

を図る。 

また、自発的な能力開発に資する研修については、これまで実施してきた研

修の適正化と、更なる充実を図るとともに、ラボマネジメントに関する研修に

ついては、海外のラボマネジメントに関する研究及び先進事例等を参考にしな

がら、試行的に実施する。 

 

③世界に開かれた研究環境の整備 

優れた外国人研究者を確保するためは、外国人研究者に配慮した生活環境の

整備が必要となる。 

平成 20 年度は、外国人研究者への子女教育に係る支援、住宅確保のための支

援、出入国・査証発給、配偶者の就労許可等への支援や改善を実施する。 

また、これらの研究者や家族を支援するため、対応する各事務部門のバイリ

ンガル化を推進する。 

 

④女性研究者の働きやすい研究環境の整備 

出産・育児や介護においても研究活動を継続できる働きやすい環境整備を推

進し、男女共同参画の提唱する仕事と家庭の両立を目指すための取組を実施す

る。これまでに実施した取組では多様化する働き方への十分な対応がとれない

ことから、新たな勤務形態、IT 環境構築の検討、導入を図る。さらに、既に導

入されている各種の取組については利便性を高めるための見直し、改善を図る。 

平成 20 年度は、在宅勤務制度の導入に向けて試行を実施し、在宅においても

研究活動のパフォーマンスを維持するために必要な環境に関して検討する。 

また、研究所内外に対して取組等を発信するホームページの充実を図り、女

性研究者が働きやすい環境の PR と男女共同参画に関する意識啓発を行い、指導

的な地位にある女性研究者の比率８％を目指す。 

 

⑤国内外の研究機関との連携・協力 

国内外の大学、研究機関、企業等との研究交流を積極的に進めるため、国内

外の研究動向等の把握や自らの研究活動に関する情報発信等により、共同研究

や受託研究等の多様な連携研究を推進する。 

平成 20 年度は、国内の大学・研究機関と研究協力協定を結んで連携を深める

とともに、連携大学院協定を締結し、博士後期課程大学院生を受入れて研究環

境の提供や研究課題指導を行う。 
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海外との研究機関・大学とも研究協力協定を結んで研究交流を進めるととも

に、その下で、適宜、研究支所、センターを設けて、連携を図る。さらに、中

国、シンガポール等、アジア地域での研究開発状況の把握と研究交流推進を図

る。 

 

（２）研究成果の社会還元の促進 

①社会に貢献する産学官連携の推進 

研究成果による社会貢献を促進するため、主に産業界との連携において、企

業と理化学研究所が基礎研究から応用まで一体となって研究開発を推進する場

（バトンゾーン）を設けることにより、理化学研究所が有する最先端の研究シ

ーズと産業・社会のニーズを融合した新しい研究推進体制のもと、融合的連携

研究を実施する。 

平成 20 年度は、産業界との融合的連携研究プログラムについて、これまでに

採択した研究開発課題を実施するとともに、新規に研究開発課題の募集、選定

等を行い、フィージビリティスタディを含む研究に着手する。 

産業界との連携センター制度については、これまでに設立した連携センター

における活動を強力に推進するとともに、新たな連携センターの設立にも積極

的に取り組む。また、企業との提携により様々な成果の普及を図る。 

加えて、和光理研インキュベーション・プラザについて、独立行政法人中小

企業基盤整備機構、埼玉県、和光市と協力して運用し、これを新たなバトンゾ

ーンの場として活用し、入居企業等への技術指導や共同研究を積極的に推進す

る。 

VCAD システムについては、特定非営利活動法人 VCAD システム研究会との連

携により、ものづくりの現場における具体的課題の解決を目指して、一層の普

及促進を図る。また、元来設計図面を持たない物として生きた細胞の VCAD シス

テムによるモデルを精密化し、生物科学研究の基盤ツールとしての利用を目指

す。 

 

②合理的・効果的な知的財産戦略の推進 

知的財産の質の向上に留意しつつ、世界に通用する質の高い発明を積極的に

創出し特許として権利化するとともに、取得した特許等については、一定期間

毎にその実施可能性を検証し、維持の必要性を見直すといった効率的な維持管

理を行う。 

また、研究成果の実用化を積極的に進めるため、ホームページや展示会等を

活用した情報発信、研究者自身による技術紹介活動、理研ベンチャーの認定等、

技術移転機能の拡充を図るほか、出願特許を強化し実用化に近づけるための方

策として、平成 20 年度は、有望な創薬ターゲットに対し、安全性や薬効薬理試

験等のデータを補強することで強い特許を獲得し、製薬企業への実施許諾等に

よる社会貢献を目指す。 
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これらの活動を通じて、実施料収入の拡大を目指し、平成 20 年度末時点にお

いて、実施化率 18％を目標とする。 

 

（３）研究成果の発信・研究活動の理解増進 

①論文、シンポジウム等による成果発表 

科学ジャーナルへの研究論文の投稿、シンポジウムでの口頭発表等研究成果

の普及を図る。 

平成 20 年度は、原著論文の論文誌への掲載数として、理化学研究所全体とし

て年 1,820 報以上を目指す。さらに、論文の質の確保の点から、他の論文に引

用された数を算出可能なデータベースに収録された理化学研究所の論文のうち

の少なくとも 20％以上が、引用された数の順位で上位 10％に入ることを目指す。 

国際会議、シンポジウム等での口頭発表を国内のみに留まらず、海外において

も積極的に行う。 

このほか、理化学研究所主催の国際会議、シンポジウム等を開催するととも

に、ホームページ等でも成果発表等広く情報を発信する。 

 

②研究活動の理解増進 

我が国にとって存在意義のある研究所として、国民の理解増進を図るため、

研究所の優れた研究成果等について情報の発信を積極的に行うとともに、子供

や母親を始め国民に分かりやすく伝えるための取組を強化する。また、情報の

受け手である国民の意見を収集・調査・分析し、これを広報活動に反映させる。 

平成 20 年度は、国民に分かりやすく伝えるという観点から、プレス発表、広

報誌（理研ニュース等）、研究施設の一般公開、ホームページ等により情報発信

を積極的に行うとともに、国民の理解度・認知度についての調査等を実施し、

広報活動に反映するための分析を行う。また、プレス発表について、年 52 回以

上行う。 

 

（４）優秀な研究者等の育成・輩出 

①次代を担う若手研究者等の育成 

柔軟な発想に富み活力のある国内の大学院生を、連携大学院制度、ジュニア・

リサーチ・アソシエイト制度等を活用して積極的に受け入れ、理化学研究所の

研究活動に参加させることで、将来の研究人材の育成に資するとともに、研究

所内の活性化を図る。 

平成 20 年度は、ジュニア・リサーチ・アソシエイトについて、140 人程度に

研究の機会を提供することにより、若手の研究人材を育成する。また、企業等

からの研究者、技術者を積極的に受け入れ、理化学研究所からの円滑な技術移

転を図るとともに、研究者、技術者の養成に貢献する。 

博士号を取得した若手研究者に、３年間創造的かつ独創的な発想で研究をす

る環境を提供する基礎科学特別研究員及び国際特別研究員制度、５年間自らの
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研究計画に沿って研究ユニットを運営しマネジメント能力の向上をも目指す独

立主幹研究員制度を推進し、研究者の独立性や自律性を含め、その資質の向上

を図るとともに、理化学研究所の戦略的研究を強力に推進し、新たな研究領域

の開拓を図る。 

平成 20 年度は、基礎科学特別研究員及び国際特別研究員について、150 人程

度を受け入れ、人材の国際化を図るため新規採用者の３分の１程度は外国籍研

究者とし、独立主幹研究員については、広く海外にも人材を求めていく。 

 

②研究者等の流動性向上と人材の輩出 

一定の期間を定めて実施するプロジェクト型研究等は、優れた任期制研究員

を効率的に結集し短期間に集中的に研究を推進することにより、効果的な研究

成果の創出を進めている。これらの研究活動を通じて、研究者等に必要な専門

知識、技術の向上を図り、高い専門性と広い見識を有する科学者や技術者とし

て育成することで国内外の優秀な研究者等のキャリアパスとして寄与する。ま

た、研究者等の自発的な能力開発の支援や将来の多様なキャリアパスの開拓に

も繋がる研修の充実を図るとともに、産業界、大学等との連携強化により人材

の流動性の向上を促進する。 

平成 20 年度は、研究者や技術者の資質の向上やキャリア形成の契機として講

演会やキャリア開発セミナーの開催や、任期終了後の多様なキャリアパス、キ

ャリアチェンジを可能とするため、自発的な能力開発に資する研修の充実を図

る。 

また、流動性の向上を図るため、非管理職の定年制研究職員へ年俸制を導入

する。 

 

５．適切な事業運営に向けた取組の推進 

 

（１）国の政策・方針、社会的ニーズへの対応 

我が国の研究開発機能の中核的な担い手として、国の政策課題の解決に向け

ても明確な使命の下で組織的に研究開発に取り組み、国の科学技術政策の推進

戦略である科学技術基本計画における戦略重点科学技術等の政策課題の解決に

対して積極的・主体的に貢献するとともに、社会からの様々なニーズに対して

も戦略的・重点的に研究開発を推進する。 

また、業務の範囲において、世界の科学技術の動向、研究の先見性、研究成

果の有効性、社会情勢、社会的要請等に関する情報の収集・分析に努め、適切

に自らの研究開発活動等に反映するとともに、政策立案への提言に努める。 

 

（２）法令遵守、倫理の保持等 

法令違反、論文の捏造や改ざん、盗用、ハラスメント、研究費の不適切な執

行といった行為はあってはならないものであり、不正や倫理に関する問題認識
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を深め、職員一人一人が規範遵守に対する高い意識を獲得するため、研究不正

防止のための講演会や法律セミナー等の必要な研修・教育を、全事業所を対象

に実施する。 

また、相談員等を対象としたカウンセリング研修や事業所間の意見交換を実

施し、外部相談機関も活用して相談対応の充実を図るとともに、所内の相談・

通報体制により把握した不正疑惑に対しては迅速かつ適正な対応を行う。 

さらに、ヒト ES 細胞を始めとしたヒト材料を使用する研究やヒトを対象とす

る研究においては、国民的な関心の高さに配慮して、国の指針等に基づき外部

有識者を加えた委員会を開催し、研究の科学的・倫理的妥当性について審査を

行うとともに、審査内容の公開を通した国民に対する理解増進を図り、研究の

透明性を確保する。 

 

（３）適切な研究評価等の実施、反映 

研究所の研究運営や実施する研究課題に関する評価を国際的水準で行うため、

世界的に評価の高い外部専門家等を評価者とした評価を積極的に実施する。 

研究所全体の研究運営の評価を行うための「理化学研究所アドバイザリー・

カウンシル」（RAC）を平成２１年度に開催すべく準備を行うとともに、研究セ

ンター等毎に設置されたアドバイザリー・カウンシルにより、各々の研究運営

等の評価を行う。 

また、原則として、研究所が実施する全ての研究課題等について、事前評価

及び事後評価を実施するほか、５年以上の期間を有する研究課題等については、

例えば３年程度を一つの目安として定期的に中間評価を実施する。 

評価結果は、研究室等の改廃等を含めた予算・人材等の資源配分や、研究活

動を活性化させ、さらに発展させるべき研究分野を強化する方策の検討等に積

極的に活用するとともに、文部科学省独立行政法人評価委員会における業務の

実績評価の参考に供する。なお、原則として、評価結果はホームページ等に掲

載し、広く公開する。 

 

（４）情報公開の促進 

独立行政法人等の保有する情報の公開に関する法律（平成十三年法律第百四

十五号）に定める「独立行政法人等の保有する情報の一層の公開を図り、もっ

て独立行政法人等の有するその諸活動を国民に説明する責務が全うされるよう

にすること」を常に意識し、積極的な情報提供を行う。特に、契約業務及び関

連法人については、透明性を確保した情報の公開を行う。 
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Ⅱ．業務運営の効率化に関する目標を達成するためとるべき措置 

 

１．研究資源配分の効率化 

理事長の裁量の拡大に伴い機動的な意思決定メカニズムを確立するとともに、

全所的な観点から研究費等の研究資源を効率的に活用する。 

平成 20 年度は、外部の専門家を含む評価者による透明かつ公正な評価を実施

し、その評価結果や研究プライオリティー会議等の意見を踏まえて、理化学研

究所の全所的な観点から推進すべき事業について重点的に理事長が予算、人員

等研究資源の配分を行うべく、資源配分方針書を策定する。これにより、理化

学研究所のポテンシャルや特徴を活かした効率的な事業展開を図る。 

 

２．研究資源活用の効率化 

（１）情報化の推進 

「安心・安全」（情報セキュリティの維持強化）、「快適・便利」（情報活用の

促進）の両立を図るため、平成 20 年度は、福利厚生、情報機器利用等に理研

IC カードの活用範囲を拡大するとともに、IC カード利用による情報セキュリテ

ィ対策について検討する。さらに、e-ラーニングによる情報セキュリティ教育

の強化を図る。 

また、研究活動を支える IT 環境のさらなる整備を図るため、平成 20 年度は、

大型計算機更新ならびに多様性のある情報通信ネットワーク構築により研究開

発効率の向上を図る。 

さらに、個人、部署における知識やノウハウを研究所全体で一元管理・共有

し、解決すべき課題や情報を迅速に抽出できる仕組みの導入と、各部署のシナ

ジー発揮による「知」の連携を目指すために、平成 20 年度は、双方向型 Web

サイトや情報ポータルサイトを利用した理研内外との情報共有基盤整備を進め

る。 

（２）事務処理の定型化等 

複数部署にまたがる業務の整理を行うとともに、業務の電子化の促進を図る。

平成 20 年度は、事業所における電子化の促進に努める。 

（３）コスト管理に関する取組 

研究事業等予算の執行結果に関して、経理情報の中から勘定科目に着目して

整理し、各事業の支出性向を求めるため、平成 20 年度は、手法についての検討

を行うための材料となる情報を収集する。 

（４）職員の資質の向上 

優れた国内外の研究者・技術者をサポートする事務部門の人材の資質の向上

させることが業務の効率化に繋がる。 

平成 20 年度は、服務、会計、契約、資産管理、知的財産権及び安全管理に関

する法令・知識の習得のための研修に関して、効率的な事業の実施に繋がる財

務・会計に関する研修を実施する。また、良好な職場環境の維持に必要とされ

るハラスメントやメンタルヘルスに関する研修、研究倫理に関する研修、研究

マネジメントに関する研修等を実施する。さらに、e-ラーニングを活用した研
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修の構築、語学研修制度等の導入に向けた検討を行う。 

 

（５）省エネルギー化に向けた取組 

恒常的な省エネルギー化に対応するため、光熱水使用量の節約及び CO2 の排

出抑制に取り組むとともに、省エネルギー化等のための環境整備を進めること

については、平成 20 年度は、太陽光発電設備の導入、省エネルギー推進体制の

下での多様な啓発活動による職員等への周知徹底、エネルギー使用合理化推進

委員会の定期的な開催、施設毎の使用量把握及び分析のための継続的な取組、

エネルギー消費効率が最も優れた製品の採用を推進する。 

 

これらの取組等により、一般管理費（特殊経費及び公租公課を除く。）につい

て、中期目標期間中にその 15％以上を削減するほか、その他の事業費（特殊経

費を除く。）についても効率化を図る。 

 

３．総人件費改革への取組 

総人件費改革の取組については、退職に伴う補充の抑制や研究推進体制業務

の合理化等により、平成23年度の人員数を平成17年度の人員数に比較して6％

以上削減することを目標としている。 

平成 20 年度は、引続き計画的な人員の削減を実施する。 

なお、人員の範囲は、任期制を含み、以下により雇用される任期制職員（以

下、「総人件費改革の取組の削減対象外となる任期制研究者等」という。）を除

く常勤役職員（以下、「総人件費改革対象の常勤役職員」という。）とする。 

・競争的研究資金または受託研究もしくは共同研究のための民間からの外部資

金により雇用される任期制職員 

・国からの委託費または補助金により雇用される任期制研究者 

・運営費交付金により雇用される任期制研究者のうち、国策上重要な研究課題

（第三期科学技術基本計画（平成 18 年 3 月 28 日閣議決定）において指定され

ている戦略重点科学技術をいう。）に従事する者及び若手研究者（平成 17 年度

末において 37 歳以下の研究者をいう。） 
 

Ⅲ．予算（人件費の見積もりを含む。）、収支計画及び資金計画 

 

別紙４参照 

 

Ⅳ．短期借入金の限度額 

 

短期借入金は２４５億円を限度とする。 

想定される理由：運営費交付金の受入れの遅延 

受託業務に係る経費の暫時立替 等 
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Ⅴ．重要な財産の処分・担保の計画 

 

重要な財産を譲渡、処分する計画は無い。 

 

Ⅵ．剰余金の使途 

 

決算において剰余金が生じた場合の使途は、以下のとおりとする。 

・重点的に実施すべき研究開発に係る経費 

・エネルギー対策に係る経費 

・知的財産管理、技術移転に係る経費 

・職員の資質の向上に係る経費 

・研究環境の整備に係る経費 

・広報に係る経費 

 

Ⅶ．その他 

 
１．施設・設備に関する計画 

理化学研究所の研究開発業務の水準の向上と世界トップレベルの研究開発拠

点としての発展を図るため、常に良好な研究環境を維持、整備していくことが

重要である。そのために、分野を越えた研究者の交流を促進する構内環境の整

備、バリアフリー化や老朽化対策等による安全安心な環境整備等の施設・設備

の改修・更新・整備を計画的に実施する。 

 

（１）新たな研究の実施のために行う施設の新設等 

施設・設備の名称 
予定額 

（百万円）
財 源 

和光地区用地取得費 95 施設整備補助金 

脳科学先端研究施設整備費 2,999 施設整備補助金 

RI ビームファクトリー施設整備 1,885 施設整備補助金 

筑波地区用地取得費 20 施設整備補助金 

特別高圧変電設備 500 施設整備補助金 

Ｘ線自由電子レーザー施設整備 
8,137

5,075

施設整備補助金 

特定先端大型研究施設整備費補助金

高性能汎用計算機システム施設整備 6,713 特定先端大型研究施設整備費補助金
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（２）既存の施設・設備の改修・更新・整備 

施設・設備の名称 
予定額 

（百万円）
財 源 

放射光施設の改修 209 特定先端大型研究施設整備費補助金

その他施設・設備の改修・更新等 ― 運営費交付金 

 

平成 20 年度は、駒込分所の処分について検討を開始し、処分のスケジュール

を定めることとする。また、板橋分所については、利用状況を踏まえた検討を

行うこととする。 

 

２．人事に関する計画 

 

（１）方針 

業務運営の効率的・効果的推進を図るため、優秀な人材の確保、適切な職員

の配置、職員の資質の向上を図る。 

研究者の流動性の向上を図り、研究の活性化と効率的な推進に努めるため、

引続き、任期制職員等を活用する。 

また、定年制研究職員の管理職である主任研究員・准主任研究員に導入した

年俸制の対象を、非管理職の研究職員へ拡大に取り組む。 

平成 20 年度は、新たに採用する定年制研究員に対し、原則年俸制を導入する。 

 

（２）人員に係る指標 

業務の効率化等を進め、常勤職員数については抑制を図る。 

（参考１） 

平成 20 年度年度当初の常勤職員数 628 名 

平成 20 年度末の常勤職員数見込み 622 名 

平成 20 年度当初の総人件費改革対象の常勤役職員数  2,215 名(3,419 名) 

平成20年度末の総人件費改革対象の常勤役職員数見込み2,184名(3,373名) 

（ ）内は、総人件費改革対象の常勤役職員と総人件費改革の取組の削減対

象外となる任期制研究者等の人員の合計。 

ただし、業務の規模等に応じた必要最小限の人員の増減があり得る。 

（参考２） 

平成 20 年度の総人件費改革対象の常勤役職員の人件費総額見込みは、14,746

百万円である。 

なお、総人件費改革対象の常勤役職員の人件費総額見込みと総人件費改革の

取組の削減対象外となる任期制研究者等の人件費総額見込みとの合計額は、

21,867 百万円である。（国からの委託費、補助金、競争的研究資金及び民間資
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金の獲得の状況により増減があり得る。） 

ただし、上記の金額は、役員給与、職員給与及び休職者給与に相当する範囲

の費用である。 

 

３．中期目標期間を越える債務負担 

中期目標期間を越える債務負担については、研究基盤の整備等が中期目標期

間を越える場合で、当該債務負担行為の必要性及び資金計画への影響を勘案し

合理的と判断されるものについて行う。 

 

 

４．給与水準の適正化等 

給与水準（事務・技術）については、理化学研究所の業務を遂行する上で必

要となる事務・技術職員の資質、人員配置、年齢構成等を十分に考慮した上で、

国家公務員における組織区分別、人員構成、役職区分、在職地域、学歴等を検

証すると共に、類似の業務を行っている民間企業との比較等を行ったうえで、

これら給与水準が国民の理解を得られるか検討を行い、これを維持する合理的

な理由が無い場合には必要な措置を講ずる。 

また、事務・技術職員の給与については、速やかに給与水準の適正化に取り

組み平成22年度においてラスパイレス指数120以下となることを目標とすると

ともに、その検証や取り組む状況について公表していく。 

 

５．契約業務の見直し 

契約については、原則として一般競争入札等によるものとし、理化学研究所

が策定した「随意契約見直し計画」に基づく取組を着実に実施するとともに、

その取組状況を公表する。なお、一般競争入札等により契約を行う場合であっ

ても、特に企画競争や公募を行う場合には、競争性、透明性が十分確保される

方法により実施する。 

 

６．外部資金の獲得に向けた取組 

競争的資金の積極的な獲得を目指し、公募情報、応募状況、採択率に係る情

報を研究所内に周知し、研究者の意識向上を図る。また、自己収入の増大を目

指した、産業界からの受託研究や共同研究、寄付金等の受け入れを促し、外部

資金の一層の獲得を図る。 

 

７．業務の安全の確保 

近年研究を取り巻く環境は大きく変化し、より高い安全性や倫理性を求める

法令や指針の制定・改正が行われている。この状況に対処するため、国の開催

する審議会等への傍聴や各種講習会等への積極的な参加によって、関係官庁等

からの速やかな情報入手を心がけるとともに、職員等の資質向上を図る。入手
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した情報については、それらが研究遂行に与える事項について検討を行い、研

究者への的確な情報提供や必要に応じた規程等の整備等を行うことにより安全

の確保に努める。 

平成 20 年度は、安全確保に係る教育訓練の充実を図る。 

 

８．積立金の使途 

前期中期目標期間の最終年度において、独立行政法人通則法第四十四条の処

理を行ってなお積立金があるときは、その額に相当する金額のうち文部科学大

臣の承認を受けた金額について、以下のものに充てる。 

・中期計画の剰余金の使途に規定されている重点的に実施すべき研究開発に係

る経費、エネルギー対策に係る経費、知的財産管理・技術移転に係る経費、職

員の資質の向上に係る経費、研究環境の整備に係る経費、広報に係る経費 

・自己収入により取得した固定資産の未償却残高相当額等に係る会計処理 

・前中期目標期間に還付を受けた消費税のうち、中期目標期間中に発生する消

費税の支払い 
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【別紙１】新たな研究領域を開拓し科学技術に飛躍的進歩をもたらす先端的融

合研究の推進 

 

（１）先端計算科学研究領域 

生命科学を主体とした実験と計算科学の両面を応用した研究を推進するとと

もに、関連する物質科学、数理科学等を結集し、新たな計算科学研究の基礎を

築くため、以下の２課題を実施する。 

①システム計算生物学研究 

計算的な手法により、生命システム全般に対する分子的な理解を進めるため、

生体分子間相互作用の高精度予測・細胞内ネットワークのシステム的解明・生

命の発生過程のシステム的解明・メタゲノム解析による生物集団の構成の解明

を進め、さらにシステム的な理解を応用した合成生物学研究を行う。 

平成 20 年度は、システム生物学における計算生物学的手法の基礎・応用研究

を、実験的手法との融合を図りながら推進する。具体的には、薬剤開発への応

用を目指した分子シミュレーションによるタンパク質－タンパク質・基質相互

作用の研究や、シグナル伝達系の計算モデル構築の推進、線虫の胚発生過程の

計算機及び実験によるモデリング、ヒトの腸内細菌叢のメタゲノム解析、シス

テム生物学に基づく有用化合物を産生する微生物の合成等を行う。 

②生体力学シミュレーション研究 

人体内部の全ての組織の形状と力学特性を把握・モデル化することにより、

新たな手術方法の開発に貢献する。また、転倒時等の傷害予測や、臓器等の機

能と形状の関係について研究する。 

平成 20 年度は、力学的原理に基づいて生体現象を計算機上で再現する生体力

学シミュレーションの開発と応用を実施する。具体的には、人体全身の１mm 分

解能の各種臓器や骨・筋肉で構成される人体モデルと、それぞれの物性値を含

む力学解析モデルの構築、組織と血流の力学解析を同時に解析するシミュレー

タの開発、呼吸による変形も含めた肺モデルの開発等を行い、手術方法の検討

や支援、補助具、防護具等の開発に役立てる。 

 

（２）ケミカルバイオロジー研究領域 

微生物由来の天然化合物を系統的に収集した化合物バンクを構築するととも

に、生命機能の理解と制御に役立つバイオプローブの創出、及び、糖鎖が関連

する生命機能の解明を目指し、以下の３課題を実施する。 

①化合物バンク開発研究 

放線菌をはじめとする微生物由来の天然化合物を系統的に収集し、構造デー

タ情報、物性データ、スペクトルデータ等とともに、生物・医薬系研究者に提

供する公的化合物バンクを構築する。また、微生物の代謝産物の構造類縁体や

未知の非天然型代謝化合物を創成する技術を開発する。 

平成 20 年度は、所内スクリーニング用化合物ライブラリーと外部配布用化合
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物ライブラリーの整備を開始するとともに化合物の物理化学的情報及び生物活

性情報を化合物データベースに集積する。 

②ケミカルゲノミクス研究 

有用な生理活性小分子を探索・合成し、その標的分子の解明と生体機能にお

ける役割を明らかにする。化合物バンクの資源を有効活用するための新しい探

索技術や相互作用解析技術を確立する。 

平成 20 年度は、生体調節因子、疾患関連因子の働きを制御する化合物のスク

リーニング系を 2種類程度確立し、独創的探索研究を開始する。化合物アレイ

を基盤とする新たな相互作用解析技術を開発するとともに、天然活性物質の基

本骨格を利用した化合物ライブラリーの構築に着手する。 

③システム糖鎖生物学研究 

糖鎖合成技術及び解析技術を駆使して、糖鎖機能の解明研究を実施するとと

もに、糖タンパク質（標的タンパク質）のどのような構造と機能をもつ糖鎖が、

どのような疾患の発症機構にかかわるかを調べ、諸疾患の診断、治療に貢献す

る疾患糖鎖学の研究を行う。 

平成 20 年度は、糖タンパク質糖鎖の新規な代謝の分子機構とその生理学的重

要性を明らかにする。具体的には、糖鎖の脱離酵素である PNGase のタンパク質

分解における機能を解析するとともに、哺乳動物における糖鎖の代謝に関わる

酵素、糖鎖輸送体といった新規分子の活性の評価系を確立し、分子の同定を試

みる。また、糖タンパク質の新しい解析技術の開発を目指し、タンパク質に結

合している特定の糖鎖の観察手法の確立のための予備的実験を行う。また、各

種の糖鎖構造改変マウス及び疾患動物モデル系を駆使して、癌や神経変性疾患

といったさまざまな疾患に関連する糖鎖の役割を解明し、疾患の発症機構、診

断のためのバイオマーカーの開発や治療へつながる基盤的な研究を行う。さら

に、免疫系・神経系の糖タンパク質や糖鎖認識分子・糖転移酵素の組み換えタ

ンパク質の大量発現系を構築するとともに、これらタンパク質の X 線結晶構造

解析・NMR 解析・バイオインフォマティクス解析に着手する。また、ヒドロキ

シル基に着目した糖鎖の立体構造解析手法の基盤を整える。 

 

（３）物質機能創成研究領域 

革新的な物質機能発現の基本原理を解明し、分子デバイスや量子コンピュー

タ等新しいデバイス創出につながる概念を構築するため、以下の５課題を実施

する。また、それらの課題を遂行するため、極微細領域における実験等に欠く

ことができない研究環境を整備、活用する。 

①次世代ナノサイエンス・テクノロジー研究 

電子、フォトン、電子スピン、核スピン等の単独の機能発現や操作にとどま

らず、複数の機能間の相互作用を積極的に利用した新しい機能の創出を目指す。 

平成 20 年度は、ナノメートルサイズの構造体の電子機能、光機能、スピン機

能、生物分子機能に関する研究を推進し、分子を経由する電子伝導における非
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弾性プロセスの解明等を目指す。 

②電子複雑系科学研究 

明確な指導原理に基づいた電子複雑系の高度機能と新規物性を探索し、また、

機能・物性の設計・予測の基礎となる学理を構築することを目指す。 

平成 20 年度は、電子複雑系の高度な機能と物性の探索を無機物、有機物とい

った枠にとらわれず物質横断的に推進する。同時に、量子スピン液体状態、相

関電子のナノスケール自己組織化、分子導体の電子構造に現れる質量ゼロ粒子、

格子変形に対して不安定な電子構造を有する系の巨大熱電変換機能、巨大負熱

膨張効果等、これまでに発見した機能・物性の背後の学理を、放射光や走査ト

ンネル顕微鏡等の先端分光プローブと第一原理計算を含む理論的アプローチの

有機的連携により解明する。 

③単量子操作研究 

量子力学の原理を用いた新しい材料やデバイスの開発を目指し、我が国固有

の電子線技術や、理論的解析等を駆使して、ナノ領域における電子や電場・磁

場の挙動（量子現象）を人為的に制御する手法を開発する。 

平成 20 年度は、ナノ領域で起こる量子現象について、計算的手法による理論

的予測、及び電子波干渉計測法による直接観測の両面から解析する。これらを

量子コンピュータの基礎的研究に応用することにより、量子計算回路の試作を

行うとともに、新材料量子ビット技術の開発を進め、最適な読み出し法を考案

するための実験を行う。また、スピン注入に対する微小磁化の高速応答を詳細

に解析し、新しいスピントロニクスデバイス（電子の持つ電荷とスピンを利用

した新しい機能を有するデバイス）の試作とその物性測定及び最適化を行う。 

④交差相関物性科学研究 

強相関電子物理学の概念を用いて、電子の多自由度性、あるいは電子相の間

の競合を利用することによって巨大交差相関効果を発現させ、革新的な電子材

料を創製するための研究を行う。 

平成 20 年度は、スピン・軌道自由度とその結合を活用した巨大熱電効果、巨

大磁気抵抗、巨大電気磁気効果を示す物質系を開拓する。また、強相関電子系

での接合界面の系統的作製を行い、交差相関物性の電場・磁場制御とその理論

的解明を実現する。また、絶縁体及び金属中のスピン流に関連した物性・機能

（スピンホール効果（試料に電場をかけたとき、電場と垂直にスピン流が誘起

される効果）、光磁気励起、電流磁気効果）の理論設計を行う。 

⑤物質情報変換化学研究 

「デザインされた不均一系」をキーワードに、合成・反応・物性化学／物性

物理の粋を結集し、ナノスケールからマイクロスケールまでの階層的構造体を

対象とする新しい機能物質の創製、物質変換システムの構築を目指した研究を

行う。 

平成 20 年度は、高度な分子集合を実現するための「化学プログラム」の開発

を行う。また、開発された方法論をもとに、特異なナノ構造体の構築や選択的
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物質変換機能を有する不均一錯体触媒系の開発に着手する。 

 

（４）先端光科学研究領域 

これまで理化学研究所が独自に開発を推進してきたさまざまな光源の高度化

を図ると同時に、様々な光に関する応用研究を強力に推進し、未知領域の計測・

観測技術を開拓するため、以下の２課題を実施する。 

①エクストリームフォトニクス研究 

これまで可視光領域に限られていたフェムト秒レーザーやコヒーレント制御

技術等において時間的・空間的・極限的に先鋭化することにより、これまでに

ない新規の光源を開発し、これを用いて、より微細な構造や、より高速の現象

を観測し、さらにはこれらを制御することで新しい機能や材料の創造を目指す。 

平成 20 年度においては、生体観測への応用に向けて“水の窓”領域の波長の

高次高調波発生の高出力化のために、中赤外域のフェムト秒高強度レーザー光

源を開発する。加えて、高次高調波による単一アト秒パルス発生を行い、それ

を用いた極限的時間分解分光測定を行う。また、高速スキャン共焦点蛍光顕微

システムの開発のため、実験材料としての細胞系統の樹立、回転板式共焦点ス

キャナの改良を進める。さらに、コヒーレント制御用いたシングルパルスによ

る近接場 CARS 顕微鏡の開発し、ナノメートル分解能を有する非線形振動分光法

を開発する。 

②テラヘルツ光研究 

テラヘルツ光を基軸とする新たなフロンティア開拓を目指し、光源の高度化

や新しい検出システムの開発等、より高度なテラヘルツ光利用のための基盤技

術を開発する。 

平成 20 年度は、現在開発中のテラヘルツ光源のさらなる高出力化、広帯域化、

安定化に関する研究を行うとともに、新しいイメージング技術及び検出技術を

開発することにより、高度なテラヘルツ光利用のための基盤技術を確立し、新

しい応用分野の開拓を目指すとともに、実用の可能性を探索する。 

 

（５）基礎科学研究 

物理学、化学、工学、生物学、医科学等の幅広い分野において独創的・先導

的研究を実施して新たな研究の芽を生み出し、それについて、分野の異なる複

数の研究室が学際的に取り組むことによって、次世代の新たな研究領域の創出、

ひいては将来のイノベーション創出の種を見出し、理化学研究所の中核として

の役割を果たすため、以下の 10 課題を実施する。 

①エキゾティック量子ビーム研究 

独自開発した低速多価イオンビームや偏極電子・陽電子ビーム等の操作技術

を統合・駆使し、基礎物理から生物学に至る幅広い研究分野の発展を支える基

礎技術を開発する。 

平成 20 年度は、（多価）荷電粒子による絶縁体の自己組織化帯電現象をさら
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に研究するとともに、有力な応用分野として開発を急いでいるマイクロビーム

による生細胞小器官への選択的衝撃法を確立する。現在開発中の、進行波型陽

電子蓄積装置を軸に、ポジトロニウムビーム（陽電子と電子から成る水素様原

子）を含む陽電子操作技術の新しい展開を図る。 

②動的水和構造と分子過程研究 

水の特異な秩序構造やダイナミクスを明らかにし、さらに生体分子と一体と

なって構造形成やダイナミクスを発現する水の役割を微視的に解明する。 

平成 20 年度は、溶液の部分構造としての微視的液体構造を直径１兆分の１メ

ートルの液滴として気相に抽出し、そのフーリエ変換赤外分光と光イオン化光

電子分光の研究によって、幾何構造と電子構造の研究を行う。後者については、

播磨研究所の所有する大型放射光施設（SPring-8）及びプロトタイプ自由電子

レーザー（FEL）を用いた実験準備を進める。また、高分解能軟 X線発光分光器

を組み上げ、水溶液における水の電子状態の変化を系統的に調べることで、水

溶液における水素結合や局所構造の変化の情報を得る。さらに、最大エントロ

ピー法を利用した超高分解能 X線タンパク質結晶構造解析による水が関わる配

位子認識機構の解析を進める。 

③環境分子科学研究 

プラスチック等の環境汚染分子を分解して環境低負荷分子に変換する革新的

な環境修復・改善技術や、バイオマス等の環境資源分子を有用物質に変換する

科学技術を創成し、循環型社会の実現に貢献する。 

平成 20 年度は、生分解プラスチックの効率的合成法の開発や材料としての高

性能化、環境分子のオンサイト計測法（現場で実行可能な簡易計測法）の開発

や微生物分解に関する研究等、環境の保全から修復・改善に至る幅広い技術開

発を行い、地球環境を守るための新しい研究領域の開拓に係る知見・技術を蓄

積する。具体的には、高強度、高耐熱性、生分解性を兼ね備えた生体由来機能

性高分子の合成法や成型加工技術を開発するとともに、得られた高分子やその

他の環境分子を生分解する酵素の機構解明・改良等を行う。 

④バイオアーキテクト研究 

生命の最小単位である細胞レベルに焦点を当てつつ、分子装置、細胞小器官

から細胞、及び細胞から組織、器官、個体へという階層間を結ぶ原理や制御機

構を解明する。 

平成 20 年度は、これまでに解析して得られた素過程や要素群の細胞内におけ

る挙動や機能の情報を、生命現象の基本となる情報伝達、物質輸送、細胞増殖、

細胞分化、並びに細胞間相互作用の理解に還元していく。生きたままの細胞の

実相を捉える新しい研究領域「ライブセルサイエンス」を分子動態のイメージ

ングと情報処理技術を駆使して展開するとともに、細胞の構築機構と細胞間相

互作用による細胞の上位の階層の構築機構の理解を目指す。具体的には、生体

分子間相互作用、細胞小器官の機能と構造のダイナミクス、それを制御する細

胞内情報伝達、並びに細胞間の情報交換の解析を行う。 
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⑤自発的進化系研究 

自発的に進化する系の代表としての星の一生を総合的に理解することにより、

同様に自発的進化系である物質系、生命系を解明する。 

平成 20 年度は、X線衛星「すざく」による加速現象や元素組成の観測、光学

望遠鏡による深宇宙探査、南極氷柱の化学分析、チベット中性子モニタの運用、

ガンマ線バーストの光学閃光の探査、雷からのガンマ線検出等を通じ、宇宙高

エネルギー現象を探り、自発的進化系としての星の特徴や宇宙進化における役

割の究明に迫る。国際宇宙ステーション搭載の全天 X線監視装置 MAXI を開発す

るとともに、「すざく」後継機の NeXT 衛星等に向けた硬Ｘ線・ガンマ線検出器

の開発を進める。 

⑥分子アンサンブル研究 

「分子」は我々の世界を構築する最も重要な物質単位の一つであり、生命現

象、化学反応、電気・磁気・光学的現象等を理解し、さらに制御するためには、

「分子」及びその集合体の本質的理解が不可欠である。このため、これまでの

研究で培った基礎的理解をさらに展開し、「分子」が協奏的に作用を及ぼし合っ

て連携する分子システムの統一的原理を構築するとともに、新奇な分子デバイ

スの開発や生体物質の機能の電子論的解明を目指す。 

平成 20 年度においては、独自に開発した新しい二次・四次の非線形分光計測

によって、未解明な分子連携の場である「界面」における新規現象の解明を行

う。プローブ分子の電子スペクトル測定によって気液界面で分子が実効的に感

じている極性等の液体界面の基礎的性質を明らかにするとともに、空気—水界面

におけるタンパク質のその場観察によって表面変性の本質を研究する。さらに

フェムト秒時間分解測定を行い、液体界面での分子の超高速ダイナミクスの観

測に挑戦する。 

⑦スーパー・アナライザー開発テクノロジー研究 

新規性・独創性とともに高い運用効果が考えられる先進ファブリケーション

テクノロジーの研究開発を推進し、「観察する」「加工する」「解析する」という、

世界初の三位一体アナライザーテクノロジーの確立を目指す。 

平成 20 年度は、アナライザー用キーコンポーネント開発のための先端ものづ

くりプラットフォームの構築に向けて、基本システムのアップグレードととも

に試験的運用を進めながら、引き続き必要な超精密・超微細プロセス技術の開

発を進める。 

⑧物質の創成研究 

無（真空）から有（元素）ができるまでを、「粒子の階層」と「階層間の関連

性」を軸に解明し、元素・原子核をツールとした新分野の開拓と創出を目指す。 

平成 20 年度は、これまでのグループに新たに低温物理を加え、テーマの再編

成を行い、異分野間の交流とこれによる相乗効果を促進させる。回路整備によ

る RI ビームファクトリーの新データ創出、ヘリウム再凝縮機の整備による対称

性の研究、スピン分析磁石を用いた反水素イオン生成実験の促進、核酸自動抽
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出装置の整備による重イオン育種の基礎研究等を推進する。 

⑨極限エネルギー粒子観測装置の開発研究 

非常に高いエネルギーをもつ宇宙線の起原、発生機構の謎を明らかにするた

め、宇宙ステーションに設置する口径 2.5ｍの紫外線望遠鏡の開発、機能検証

を行い、設置に向けた実機の製作、総合試験を実施する。 

平成 20 年度は、光学系と解析ソフトウェアの焦点面検出器モジュール、読み

出しとトリガ用エレクトロニクスの試作と性能検証を行う。また、そのデータ

を使って望遠鏡と解析ソフトウェアのシミュレーションを行い、全体としての

性能を評価する。 

 

（６）バイオ・ミメティックコントロール研究 

生物が長い期間を経て得た緻密で柔軟な運動制御機能の工学的な模倣に向け、

生物が持つ柔軟性、多様性、環境適応性等の機能を実現するための要素技術を

開発する。 

最終年度である平成 20 年度は、細胞から脳に至る生物の各レベルにおける制

御の基本原理についての研究及び制御の視点から生命科学と制御工学の統合を

推し進めた研究の全体を総括する。また、人間の運動を計測・評価するシステ

ムの構築、生物の高度な運動制御機能を参考にしたロボットの制御モデルの提

案、及び学習モデルの構築に関して行った研究について総括する。一方、生物

の持つ柔軟な感覚情報処理機能に注目して開発した実環境において実時間で働

くコンパクトなセンサシステムと、環境適応ロボットの制御とシミュレーショ

ンに関する研究成果を統合することにより、人間と柔軟に相互作用するロボッ

ト RI-MAN の開発を一層推進する。 

 

（７）先端技術基盤 

理化学研究所で行われている極めて広範な分野の研究及び学際的研究、境界

領域研究の現場からの多様な要望に応え、高度な技術開発を進め、研究用工作

や解析・分析等の研究支援を行うとともに、研究資源の効率的共用の母体とな

る。また、所内外との連携を強化し、研究基盤の充実とそのための技術者育成・

技術継承を行う。 

平成 20 年度より、理研内の研究支援資源を有機的に活用するための和光地区

の窓口としての機能を担うため、組織改編を行う。特に、和光地区から SPring-8

の理研ビームラインを活用すべく、生物系、化学系、物理系にまたがる様々な

研究者のニーズに応えるSPring-8を利用したX線構造解析支援とX線光電子分

光解析支援を推進する。 

 

（８）他研究機関等との新たな連携研究 

社会における理化学研究所の役割は益々重要になっていると同時に、社会に

向けてその役割を更に発信していかなければならない。このため、イノベーシ
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ョンの創出・社会貢献を目的とした産業連携、所内外の拠点形成を目的とした

大学等他の研究機関との連携、国際的に存在感のある研究拠点となることを目

的とした国際連携を推進するとともに、所内連携研究を強化する。 

平成 20 年度は、「人と直接ふれあう人間共存ロボットの研究」、「分子情報生

命科学研究」、「創発機能アジア連携研究」を実施する。 
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【別紙２】国家的・社会的ニーズを踏まえた戦略的・重点的な研究開発の推進 

 

（１）脳科学総合研究 

①心と知性への挑戦研究 

心と知性を、物質と情報の立場から理解するための研究を進める。 

具体的には、神経活動の時空間パターンを測定する脳活動イメージング法、

行動中の動物からの神経細胞活動多点記録法等の最先端の手法を駆使して、霊

長類と人間での実験的研究と理論研究とを統合し、学習、意思決定、情動制御、

社会的行動、言語、創造性等の高次脳機能の神経基盤を同定するとともに、ロ

ボット等の人工装置の高度化のために脳の優れた認知機能、制御機能、判断機

能等の原理を抽出する。 

平成 20 年度においては、側頭連合野神経細胞集団の活動パターンによる物体

カテゴリー表現、行為選択学習における評価過程の局在と機序、大脳連合野に

おける錐体細胞の分類、機能モジュールの神経化学的特徴の解明に資する新知

見を得る。 

また、道具使用等の高次認知行動習得過程の神経生物学的実験、社会行動や

音声コミュニケーションの神経機構、音声言語の生後発達に伴う脳活動変化に

関する知見を蓄積するとともに、個体間の言語的及び非言語コミュニケーショ

ンの神経基盤とその生後発達過程、その健全な発達の基盤となる母子養育行動

の神経メカニズムを、マウス等のモデル実験動物を用いて行動学的及び生物学

的に解析する。 

さらに、海馬が認知地図を獲得するプロセスを解明するためのシータ波等の

リズム活動の役割に注目した実験と解析、ヒトの社会的・経済的行動の神経メ

カニズムをとらえる枠組み作り、視覚認知の心理学的現象を神経回路ダイナミ

クスとの結びつけを行う。 

 

②回路機能メカニズム研究 

回路に機能が出現するメカニズムを明らかにするための研究を米国 MIT と連

携の下で進める。 

具体的には、記憶学習等基本的な脳機能の分子メカニズム、神経回路網の形

成機構等の知見を基に、新たに神経回路の機能を制御する遺伝学的手法を開発

して機能研究へ効果的に展開し、実験と理論の相補的効果を得て、心的情報処

理の回路的メカニズムを解明する。また、分子から行動に至る多重階層システ

ムとしての学習・記憶のメカニズムを解明し、学習機能が成長しまた衰える基

本要因を同定する。 

平成 20 年度においては、脳の働きを担う神経回路網の動作原理とそのメカニ

ズム解明を進めるため、特定遺伝子改変動物、RNA 干渉法、分子・細胞イメー

ジング、行動解析法等の最新の手法を駆使して、グリアが神経回路機能に及ぼ

す作用、シナプス外受容体を介する情報伝達の回路機能における意義、大脳皮
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質神経回路機能の発現における抑制性神経伝達物質である GABA や神経栄養因

子の役割、シナプス可塑性における細胞骨格タンパク質の役割、視床下部から

小脳に投射するオレキシン等のペプチド含有線維の機能、運動学習に伴う小脳

神経細胞遺伝子発現過程メカニズムの解明を目指すとともに、小脳の神経回路

機能の新たな分子プローブによるイメージング及び大脳皮質視覚野におけるコ

ラム構造形成の仕組みのモデル化とその妥当性の実験的検証を行う。 

臨界期機構の分子から個体レベルでの総合的理解と、それを基盤とした発達

障害の治療や脳機能回復への応用を目指し、電気生理学・行動学・分子生物学

等の実験手法をモデル実験動物に適用することにより、臨界期可塑性の出現を

制御する「ブレーキ」的要因の同定と解析を行うとともに、鳥の歌学習におけ

るシナプス可塑性や神経回路の解析、嗅覚系・視床・小脳の形成機構と機能構

築・可塑的変化・行動発現メカニズムの解析を行う。 

また、行動制御や精神活動における神経回路の作動原理の解明を目指し、ゼ

ブラフィッシュやマウス等のモデル実験動物を用いて、発生過程での小脳や大

脳皮質の神経回路網の形成を制御する分子機構、小脳形成過程での神経細胞の

移動と核移動との関係、運動神経細胞や感覚神経細胞の細胞分化・軸索伸展制

御・細胞移動制御の分子機構、情動系神経回路の中継核としてストレス応答や

学習過程における誤り訂正等に関わると考えられる手綱核の形成機構や行動制

御における役割、手綱核を含む神経回路の作動特性、といった基本メカニズム

の解明を目指すとともに、手綱核特異的に神経活動を変化させたマウスとゼブ

ラフィッシュを作成し行動への影響を調べるとともに、神経細胞種ごとに特異

的に遺伝子発現を制御できるための技術改良を行う。 

さらに、実験データをもとに神経回路モデルを構築し、脳の情報処理原理に

対する仮説を提案する。とくに、大脳皮質、海馬、大脳基底核等の局所回路の

モデル化、スパイク列や細胞内プロセスによる神経情報表現の数理モデル、シ

ナプス可塑性等による神経回路形成のモデル化により、認知的行動の回路メカ

ニズムの解明を目指す研究を行う。 

 

③疾患メカニズム研究 

脳の病のメカニズムを明らかにするための研究を進める。 

具体的には、分子生物学、発生生物学、病理学、画像解析技術、実験動物学、

神経生理学等様々な手法を用いて、アルツハイマー病を含む神経変性疾患・神

経疾患の治療原理を確立するとともに、精神疾患・発達障害・脳老化の分子・

細胞レベルでの基本要因を同定する。 

平成 20 年度においては、ポリグルタミン病（ハンチントン病や遺伝性脊髄小

脳失調症を含む遺伝性の神経変性疾患）、ALS（筋萎縮性側索硬化症）、てんかん

等の発症機構について、蛋白質の分解と凝集、原因蛋白質の機能を中心に調べ

る。また、モデル動物を用いた網羅的解析を通して、新たな治療原理を開発す

る。更に、単純なスクリーニング系（分子、細胞、酵母、ショウジョウバエ等）



 25

を用いて、新規薬剤の探索を行う。また、再生医療の治療原理の手がかりを得

るため、神経突起の成長及び再生のメカニズムを調べる。 

アルツハイマー病については、既存のマウスモデルを用いて新たな薬の作用

点を探索すると共に、疾患の病態をより忠実に再現するモデルマウスの作成も

進める。統合失調症、気分障害については、新たな遺伝的危険因子の同定を進

めると共に、モデルマウスを用いた病態の解析を行う。また、精神疾患の原因

脳部位を探索する手法の開発に着手する。また、精神疾患における遺伝環境相

互作用の解析のため、網羅的なエピジェネティクス（後天的 DNA 修飾による遺

伝子発現制御メカニズム）解析手法を開発し、ヒト死後脳研究に応用する。 

さらに、ゲノムの発現動態、タンパク質の構造・機能と細胞内動態、神経細

胞微細形態等に関する最先端的な研究技術を用いて、脳の正常発達に関連する

因子（脳発達関連因子）を同定し、脳の発生発達に関連する分子メカニズムの

解明を目指す。 

 

④先端基盤技術 

脳と心の問題を解くための先端的な基盤技術を開発する。 

具体的には、可視光イメージング技術、脳情報科学、脳数理科学、形質転換

技術等について学際的に先端的な基盤技術を開発する。また、脳神経系を個体、

組織、細胞、分子のレベルで解析し、大規模シミュレーション技術等を用いて、

脳科学と情報技術を融合したプラットフォームを構築する。さらに、神経活動

の時空間パターンを計測・操作する技術を開発し、神経回路を解析する様々な

アプローチを集約する。 

平成 20 年度においては、神経回路の構築・機能原理を解明するための形質転

換動物の作製・解析のための技術開発を目指し、遺伝学、光学、分子生物学、

解剖発生学、情報学等の見地からのアプローチを試みるとともに、神経活動に

関係するイメージングの生体分子の挙動を 1分子手法を使って観察する技術を

併せて展開する。 

また、大規模神経回路のシミュレーション技術の開発等を通じて、脳科学と

情報技術を融合したプラットフォームを作ることを目指すとともに、イメージ

ング実験や多細胞記録実験で得られる大量の神経活動データを解析するための

効率的手法の開発や新しい数理的指標を提案し基盤技術の確立を目指す。また、

ブレイン・マシン・インタフェースのヒトへの応用を見据え、脳波測定等の非

侵襲的方法で得られた信号を解析する方法を開発する。 

さらに、脳神経科学のデータベースプラットフォームのための新技術の開発

を進めるとともに、国際ニューロインフォマティクス統合機構（INCF）の枠組

みによるニューロインフォマティクス国際協力を推進するため、INCF 日本ノー

ドを整備し、脳神経科学と情報科学・技術の融合のさらなる充実を図る。 
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（２）植物科学研究 

①メタボローム基盤研究 

植物の生産力向上を目指して、多種の代謝産物や生長調節物質を網羅的に解

析し、メタボローム等の代謝物の網羅的な解析基盤技術の整備と技術開発を行

うことにより、植物の質的、量的な生産力向上に関連する基礎代謝や二次代謝

制御ネットワークを解明する。加えて、遺伝子組換え作物の安全性評価のため

のメタボローム解析基盤の構築に関しては、特に食の安全に関わる部分の代謝

プロファイルに関するメタボローム解析を進め、実質的同等性評価に必要な情

報を収集する。 

平成 20 年度は、モデル植物等の変異体等を用いて代謝制御に関わるメタボロ

ーム解析とトランスクリプトームやプロテオーム、フェノーム等のゲノム機能

研究との統合化を進め、モデル植物の遺伝子ネットワーク探索のためのデータ

ベース等の研究基盤の構築を開始する。 

また、メタボローム解析技術を活用した遺伝子組換え作物の安全性評価のた

めの基盤構築を推進する。 

 

②植物機能探索・機能開発研究 

モデル植物のシロイヌナズナ（アブラナ科）等で得られた研究成果を基に、

イネ科やアブラナ科等の他の植物や樹木の比較ゲノム解析を行い、多収性、高

生長、乾燥耐性や塩耐性等の環境ストレス耐性、耐病性等の有用形質を持つ植

物や樹木の作出及びバイオマス生産向上に資する遺伝子機能の探索を行う。 

平成 20 年度は、シロイヌナズナ、イネ等を用いて多収性や高成長に関わる植

物ホルモンの生合成や分解に関わる酵素やその制御に関わる転写因子の機能解

析を行う。さらに植物の生長制御、高生産性に関わる遺伝子ネットワークを解

析する。植物の環境ストレス応答や病害虫の感染応答の分子メカニズムを解析

して、劣悪環境でも生育できる作物や耐病性の向上した作物の開発に関わる遺

伝子機能を明らかにする。メタボローム等のゲノム機能研究をもとに二次代謝

産物の代謝ネットワークや輸送のメカニズムを解明し、健康向上に関わる代謝

産物の生産性向上を図る。 

バイオマス生産や環境保全に関連して、モデル植物を基盤にした樹木研究を

推進する。特に木質の向上や高成長、環境ストレス耐性に関わる制御ネットワ

ークを明らかにする。 

 

（３）発生・再生科学総合研究 

①発生のしくみを探る領域 

一つの細胞である受精卵が非対称分裂を経て様々な細胞に分化する仕組みや、

胚内の位置情報にしたがったボディパターンが形成される仕組み等を探る。 

平成 20 年度は、発生現象を制御する機構を究明するため、体軸形成や細胞極

性等に関連する遺伝子・タンパク質のスクリーニングを行い、それらの機能解



 27

析及びネットワーク機構を解明する。 

 

②器官をつくる領域 

発生・再生現象における複雑な器官構築の制御機構を探り、統合的に理解し、

臓器レベルでの高度な再生医療へつながる基礎的知見を得るとともに、先天異

常や器官の進化・機能性獲得等の仕組みを理解する。 

平成 20 年度は、生物の多様性の発生機構を解明するため、生物種の分化の過

程を形態学的・分子生物学的手法を用いて解析するほか、器官形成の素過程を

理解するため、細胞を 3次元的に培養する手法を開発する。 

 

③からだを再生させる領域 

ES 細胞、iPS 細胞等の多能性幹細胞及び各種体性幹細胞の操作に関する技術

を確立し、再生医学及び幹細胞を利用した研究開発のみならず、ライフサイエ

ンス研究全般に有効なモデル研究の基盤を形成することを目指す。 

平成 20 年度は、核のリプログラミングに関わる DNA メチル化機構の解明や、

ES 細胞の未分化性維持機構の解明のほか、分化過程の解明による分化誘導法の

高度化を進め、簡易培養・分化誘導キットの開発により分化制御技術の普及を

図る。また、ES 細胞や iPS 細胞の応用を目指した高度技術支援及び技術移転を

行う等、国内のヒト幹細胞研究を支援する体制を強化する。 

 

（４）免疫・アレルギー科学総合研究 

①免疫細胞を識る領域 

分子レベルで免疫細胞機能を制御し、それを基盤とする新たな免疫制御の創

成を目指して、免疫分子の時空間的動態計測等の新しい基盤技術を開発する。

これによって、細胞内分子レベルでの免疫制御基本原理の解明が可能となり、

新規の免疫細胞機能制御法の開発につなげる。 

平成 20 年度においては、免疫細胞の時空間一分子解析を進める。抗原受容体

からのシグナル伝達における活性化機構の解明、抗原提示に関わる主要分子の

制御の理解を通して免疫細胞相互の分子制御系について解析を行う。免疫細胞

の機能発現については、細胞系列決定、細胞分化を制御する転写因子の機能、

そのエピジェネティック（ゲノム自身の変異以外のメカニズムで遺伝子の発現

に影響を与える現象）な制御、突然変異によっておこるゲノム変化による免疫

細胞の多様性獲得制御機能の解明を行う。 

 

②免疫系を制御する領域 

免疫システムを総合的に捉え、全身性及び局所免疫反応の人為的制御を可能

にするため、免疫系ネットワークの法則性を考慮した免疫制御技術を開発する。

また、疾病における免疫破綻の主要要因を明らかにし、これらの病態解析情報、

ゲノム・蛋白、細胞機能等を収集統合し、システムとして免疫を総合的に捉え、
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免疫反応の人為的制御への鍵を解明する。 

平成 20 年度は、自己免疫やアレルギー疾患の制御に関わる樹状細胞、貪食細

胞、NKT 細胞（自然免疫系と獲得免疫系をつなぎ、それらの機能を増幅する）

さらには抑制性 T細胞（免疫反応を終わらせる指令を出す）の分化・発生機構

及び免疫制御機構の解明を行う。さらに、アレルギーや炎症性疾患発症機構と

免疫応答制御機構の解明に向けて注力する。 

 

③基礎から応用へのバトンゾーン 

基礎から応用への橋渡しとなる応用基盤技術、特にヒトの免疫系と疾病の解

析を可能とする基盤技術の開発し、イノベーションに繋がる技術を生み出すこ

とを目指す。また、基礎から応用への橋渡しのプロトタイプを構築するため、

大学等関係機関と連携した臨床研究ネットワークを構築する。 

平成 20 年度は、マウス環境下でのヒト免疫造血系を再構築した免疫系ヒト化

マウスの創出を行う。さらにヒト HLA 遺伝子（ヒトの主要組織適合遺伝子複合

体(MHC)を規定する遺伝子）を導入し、ヒト免疫学的環境を有するヒト免疫造血

系再構築マウスを確立のための技術開発を行う。また、原発性免疫不全に関す

る大学及び病院間の情報ネットワークを拡充して、協力体制の整備を進め、基

礎／臨床統合データベースの構築を行う。 

 

④医療に応用する領域 

国民的課題となっている疾患を対象に、大学等関係機関と共同で開発研究を

し、免疫原理に基づく根本治療法に繋がるような機構を解明する。特に、スギ

花粉症に対するワクチン開発に向けて、ワクチンの効果と相関するバイオマー

カーを探索するとともに、がんに対する免疫細胞療法に関する新規免疫細胞療

法確立に繋がるようなメカニズムを明らかにする。 

平成 20 年度において、スギ花粉症に対する新規治療法開発研究では遺伝子工

学を用いてワクチンの基盤研究を進行させるとともに、アナフィラキシーショ

ックを起こさないワクチン開発研究を行う。また、がんに対する免疫細胞療法

においては、術後肺がんを対象とした細胞療法を行い、効果的なバイオマーカ

ーの探索を進めるとともに臨床研究を行う。 

 

（５）ゲノム医科学研究 

①基盤技術開発 

高効率的・簡便な遺伝子多型解析装置等の開発も含めた SNP 解析を行うとと

もに、血清プロテオミクス研究を行い、病気の早期発見や予防に役立つバイオ

マーカーを同定し、簡易迅速血液診断法の確立を目指す。 

平成 20 年度は、疾患遺伝子研究や薬理学研究を支援するための SNP 解析を実

行するとともに、病院で利用可能な簡便かつ高精度の遺伝子多型解析技術・解

析機器の開発のための研究を実施する。更に、病気の早期発見、できれば未病
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と呼ばれる段階で異常を見つけ、病気を予防するために、網羅的な血清プロテ

オミクス研究を実行し、診断につながるバイオマーカーを同定するための基盤

技術の開発を民間企業等と共同で行う。 

 

②統計解析・技術開発 

遺伝子多型と易罹患性や薬剤応答性との関連、遺伝的要因と環境要因等の関

連を統計的に解析する技術開発を行う。 

平成 20 年度は、遺伝子多型と疾患の易罹患性や薬剤の応答性との関連を高速

で解析できるアルゴリズムの開発を行うとともに、遺伝的要因と環境要因等多

因子の関連を相互作用も含め、総合的に解析することのできるアルゴリズムの

開発を行う。 

 

③疾患関連遺伝子研究 

オーダーメイド医療実現のための端緒とするため、メタボリック症候群に関

わる疾患である、心筋梗塞、糖尿病、脳梗塞を始めとする様々な生活習慣病の

発症や重症化等に関連する遺伝子の同定を行う。 

平成 20 年度は、効率よく研究を進めるため、チームを臓器別に６つ（循環器

疾患研究チーム、自己免疫疾患研究チーム、骨関節疾患研究チーム、呼吸疾患

研究チーム、内分泌・代謝疾患研究チーム、消化器疾患研究チーム）に再編成

し、これらのチームを核として国内外の医療機関・研究機関との連携の強化・

拡大を図る。 

 

（６）分子イメージング研究 

①創薬化学研究 

分子イメージング技術によりあらゆる生体機能分子を生体内で安全に解析可

能にするための基盤技術として標識合成技術を開発し、新規分子プローブを創

成する。 

平成 20 年度は、創薬のための「鍵」になる標的分子をイメージングするため

の化学合成分子を探索し、それらに対する高品質 PET プローブ合成を実現する

ために、高比放射能化やポジトロン核種多重標識法の実現を目指した合成用装

置開発を行う。また、新規 PET プローブのレパートリー拡大を目指して、有機

金属反応剤を用いた精密有機合成を可能とする実用的ロボット合成法及び自動

合成プログラムの開発を行う。 

 

②生体分子イメージング研究 

生活習慣病や難治性疾患の予知・診断・治療薬開発への展開を目指し、生体

機能分子のイメージングにより生体内において病態進行指標を把握するととも

に、創薬候補物質の薬効評価、薬物動態解析を実施する。 

平成 20 年度は、病態の分子メカニズム解明への応用を目指し、発達異常に関
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する病態モデル動物や遺伝子改変動物を用いた分子プローブ機能評価システム

の開発を行う。また、疾患予知マーカーに関する分子イメージングの有効性を

評価する研究を行った上で、有効性の高い薬物送達技術（DDS）、薬物トランス

ポーター解析技術、薬物代謝酵素解析技術の開発を行う。 

 

③次世代イメージング技術開発 

PET によるイメージング技術の高度化を図るとともに、PET を中心として開発

された分子プローブを広範なモダリティに展開し、次世代イメージング技術の

開発を行う。 

平成 20 年度は、PET 間画像演算を用いた新しい生物学的パラメータの抽出と

画像化を行う。また、ガンマ線エミッションイメージングによる複数分子同時

イメージング法の実用化・高度化に資するため、データ収集速度と解析精度を

向上させるための研究を行い、検出器内における複数のガンマ線相互作用を利

用したガンマ線トラッキング法を実装し、併せて回路系のデジタル化を図る。 

 

また、合理的創薬のための基盤を構築するために、国内外の研究機関や企業

等の外部機関との連携を強化する。さらに、分子イメージングに根ざした合理

的創薬を推進するため、分子イメージングに精通する人材の育成を進める。 

平成 20 年度は、共同研究や受託研究等により、創薬プロセスに分子イメージ

ング技術を応用することの有効性を実例で示すための研究を実施する。また、

教育プログラムを開講し、国内外の企業や研究機関から研究員等を受け入れ、

人材育成を実施する。 
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【別紙３】最高水準の研究基盤の整備・共用・利用研究の推進 

 

（１）加速器科学研究 

①ＲＩビームファクトリー 

（ア）整備・共用の推進 

不安定原子核（RI）の諸性質を高精度で解析・測定する RI ビームファクトリ

ーの基幹実験設備を継続的に開発・整備し各種実験に供する。また、外部利用

を促進するため、受け入れ体制を整備するとともに国内外の研究機関との連携

を強化する。 

共用にあたっては、広く外部研究者に開放し、公平な利用課題の選定を行う

とともに、利用料金等について適正な受益者負担の仕組みを構築する。 

平成 20 年度においては、分散整合ビームライン、多種粒子測定装置の整備に

着手するとともに、基幹実験設備に係わる要素技術開発を行う。 

実験課題については、年 2回国際的に公募を実施し、外部有識者により構成

される課題選定委員会により選定を行う。さらに、外部有識者により構成され

る共用促進委員会を開催し、外部利用を促進するために必要な体制について検

討する。 

 

（イ）利用研究の推進 

1950 年代に確立された従来の原子核像の常識を破る異常な核構造までも包

括する新たな原子核モデルの構築や宇宙における鉄からウランに至る元素誕生

の謎を解明するため、ウランまでの全元素の未知の RI を創成し、基礎物理学や

RI 利用研究の推進基盤である核図表の拡大を図るとともに、新たに生成された

寿命の短い不安定核の質量、寿命、大きさ、形状や励起状態等の特性を効率的

に明らかにする。さらに、このような基礎科学の発展のみならず、新たな RI

利用技術開発等 RI の諸性質解明による革新的なイノベーション創出にも貢献

する。 

平成 20 年度においては、未知の RI 探索実験を行い核図表の拡大を図るとと

もに、不安定核の寿命や励起状態を明らかにする研究に着手する。 

 

②スピン物理研究 

陽子スピン構造の解明を目指し、偏極陽子ビームを世界最高エネルギーで衝

突させることが可能な米国ブルックヘブン国立研究所（BNL）の重イオン衝突型

加速器（RHIC）を用いて陽子を構成するグルーオンやクォークの反粒子である

反クォークの偏極度を測定・解析し、これらが陽子スピンにどのように寄与し

ているのかを解明する。さらに、全ての物質の根源的な理論の一つである量子

色力学を検証し、基本粒子の構造の解明に必要な知見を蓄積する。 

平成 20 年度においては、グルーオン偏極度測定の精度を向上させ、核子内の

角運動量成分の測定を進めるとともに反クォークの偏極度測定に着手する。さ
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らに、専用解析システム（CCJ）を用いて実験により得られる膨大な測定データ

を解析し、クォークやグルーオンを結びつける強い力「強い相互作用」を理論

計算する格子 QCD 専用機を駆使した陽子スピン構造の計算結果との比較検討を

行う。 

 

③ミュオン科学研究 

英国ラザフォードアップルトン研究所（RAL）の陽子加速器（ISIS）に建設し

たミュオン施設を用いて、電子や光と同じように物質と相互作用する素粒子ミ

ュオンを世界最高精度のパルス状ビームで発生させ、超低速エネルギーミュオ

ンビーム発生及びミュオン触媒核融合の実現に必要な技術を開発するとともに、

磁性の変化により機能性物質が絶縁体から伝導体・超伝導体へと相転移する機

構を解明する。 

平成 20 年度においては、ミュオンを物質に注入し、物質局所の磁場の大きさ

や揺らぎを実時間で測定するμSR 法を用いた物質内部磁場構造解析による物

性研究や原子核の電荷密度分布を解析するミュオン原子 X線測定研究を行うと

とともに、超低速ミュオンビーム強度の増強及びミュオン触媒核融合反応率増

大に必要な技術開発を行う。 

 

（２）放射光科学研究 

①大型放射光施設（SPring-8）の運転・整備・共用の推進 

加速器及びビームライン等の安全で安定した運転・維持管理及びそれらの保

守・改善・更新・高度化を実施することにより、利用者に必要な高性能の放射

光を提供する。また、「特定先端大型研究施設の共用の促進に関する法律」に基

づいた業務を実施する。 

平成 20 年度は、SPring-8 加速器の年間 5,000 時間以上の運転を目指し、そ

れに対応する運営業務を行うとともに点検保守、機器調整やマシンスタディ等

を行いつつ基本的にはサイクル運転を実施することにより、年間 4,000 時間程

度の放射光共用施設への放射光利用時間の確保を目指す。 

 

②Ｘ線自由電子レーザー（XFEL）施設の運転・整備・共用の推進 

SPring-8 で培ってきたポテンシャルを結集し、分子・原子レベルの超微細構

造、化学反応の超高速動態・変化を瞬時に計測・分析することを可能とする XFEL

施設の整備を進め、平成 22 年度に完成させ、平成 23 年度からの共用開始を目

指す。 

平成 20 年度は、平成 22 年度の完成に向けて着実な施設整備を進めるととも

に、「特定先端大型研究施設の共用の促進に関する法律」に基づく共用施設とし

ての運営形態を検討する。XFEL プロトタイプ機を実機整備のための研究開発を

優先しつつ、加えて先導的利用研究にも利用する。整備内容としては、共用部

分となるアンジュレータ光源を収納するアンジュレータ収納部建屋の建設・整
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備事業を完成させるとともに、共同実験・研究棟建屋の建設・整備、ビームラ

インの整備を推進する。また、加速器Ⅱ、電子ビーム制御系、電子ビーム輸送

系、電子ビーム輸送系トンネルの製作・建設整備を進めるとともに、加速器Ⅰ、

線型加速器収納部建屋の建設・整備を完成させる。 

 

③先導的利用開発研究の推進等 

世界最高の輝度と最高エネルギーを有する SPring-8 及び国家基幹技術であ

る XFEL 施設の 2つの先端大型研究施設を、世界最高性能に維持し、我が国の高

エネルギーフォトンサイエンス（光量子科学研究）の COE として内外の研究に

貢献するツールとノウハウを開発・提供し、この分野での我が国での先導的役

割を果たす。 

平成 20 年度は、アジア・オセアニア放射光フォーラム（AOFSRR）へ協力し、

アジア・オセアニア地域の若手放射光科学研究者へのサマースクールであるケ

イロンスクールを開催する等国内外の研究機関等と協力する。 

 

（ア）先端光源開発研究 

世界の高エネルギーフォトンサイエンスを牽引するために、最先端光源開発

研究を推進し、広範な科学技術分野において、革新的な成果をもたらすと期待

されるナノメートル以下の波長領域での高輝度・高干渉性・超短パルス性を兼

ね備えた未踏領域の光源技術開発・光制御技術開発を行う。 

平成 20 年度は、XFEL でのシーディング技術の開発に着手し、また XFEL の光

特性を損なわずに輸送可能な光学系・光学素子開発を行う。また SPring-8 の輝

度改善に向けた理論的可能性に関する検討を進める。 

 

（イ）利用技術開拓研究 

XFEL 等未踏の最先端光源が実現されると、それを利用するための先鋭的な計

測技術・手段（利用技術）が必要となる。また、利用研究の高度化のためには、

SPring-8 等既存光源の新たな利用技術を開拓することも重要である。これら最

先端光源を用いて、偏光を用いた磁性状態の解析や、ナノ結晶での構造解析等

の技術開発を進め、ナノレベルでの X線イメージング技術の基礎を固める。 

平成 20 年度は、中性子では困難な小試料を用いて X線偏光を用いた磁性状態

の解析を進める。また、分野横断的な応用を視野に入れナノレベルでの X線イ

メージング技術の確立・普遍化を目指す。 

 

（ウ）利用システム開発研究 

世界の高エネルギーフォトンサイエンスの COE として、研究所内外の幅広い

研究者による利用研究を促進するためには、利用技術を総合して高度な利用シ

ステムを開発・構築し、汎用化するとともに、ビームライン等の先端性を維持

向上させることが重要となる。 
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平成 20 年度は、タンパク結晶構造解析や粉末 X線構造解析装置での自動試料

交換装置の利用による計測・解析の効率化を目指す。一方で理研専用ビームラ

インの適切な高度化を実施することにより、先端性を維持するとともに、より

広い分野への適用を目指す。 

 

（３）次世代計算科学研究 

①次世代スーパーコンピュータの整備・共用の推進 

我が国が将来にわたって科学技術、産業における国際競争力を維持向上して

いくためにはハードウェアとソフトウェアの両面からスーパーコンピューティ

ングに関する最先端の研究開発を行っていくことが極めて重要である。このた

め、国家基幹技術として位置付けられた超高速電子計算機（次世代スーパーコ

ンピュータ）の開発を推進するとともに特定高速電子計算機施設の整備を進め

る。 

平成 20 年度は、超高速電子計算機の詳細設計、システムソフトウェアの設計

及び研究開発を引き続き実施する。さらに、超高速電子計算機上で稼動させる

アプリケーションの検討等を行う。また、特定高速電子計算機施設の設計等を

実施するとともに施設の建設を引き続き実施する。 

一方、優れた成果が創出されるものとするために、国内外の研究開発につい

て継続的に調査を行い、その動向の把握に努めるとともに利用者を交えた検討

部会等を通じて適切に利用者との情報交換を行い、適宜、整備計画に反映する

等、共用の促進に向けた活動を継続的に実施する。 

さらに、運用開始後の施設利用研究に向けた理解増進活動として、次世代ス

ーパーコンピューティングに関するシンポジウムを開催する。 

 

（４）バイオリソース事業 

①バイオリソース整備事業 

ライフサイエンスの研究開発において重要なバイオリソースであるマウス等

実験動物、シロイヌナズナ等実験植物、ヒト及び動物由来細胞材料、DNA 等遺

伝子材料、細菌等微生物材料及びそれら関連情報の収集・保存・提供を継続的

に実施する。 

実施に当たっては、量的観点のみならず、利用者ニーズへの対応の度合いや利

用頻度といった質的観点も指標とし、我が国のライフサイエンス研究の発展に

資するバイオリソース及び情報を整備するとともに、国際的な品質マネジメン

ト規格やガイドラインに準拠して、品質管理を行う。 

また、我が国の中核的研究拠点として、大学等関係機関と協力して、バイオ

リソースの整備・提供に係わる人材の育成・確保、技術移転のための技術研修

や普及活動を行う。さらに、バイオリソース分野での国際的優位性の確保と国

際協力の観点から、国際マウスリソースセンター連盟等、バイオリソースの整

備に係わる国際的取組に主導的に参画する。特にアジアにおいて、関連機関と
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の間で情報交換、人材交流、技術研修等を実施し、欧米に対するアジアの相対

的な地位の向上を図る。 

平成20年度は以下の事業を行う。 

（ア）収集・保存・提供事業 

実験動物：我が国の主要なライフサイエンス研究分野の発展に不可欠な疾患

モデルと遺伝子機能解析モデルを中心とした、突然変異系統、遺伝子操作系統

等。 

実験植物：シロイヌナズナを中心とした、植物研究に不可欠なモデル植物の

遺伝子破壊株や野生由来株等の個体（種子）、完全長cDNA及び培養細胞等。 

細胞材料：ヒト・動物由来の一般的な培養細胞株、遺伝子解析研究用ヒト細

胞及び発生・再生研究用のヒト・動物ES及びiPS細胞株等の幹細胞等。 

遺伝子材料：ポストゲノム研究に不可欠なクローンセット、整列化ライブラ

リーセット、プロモーターレポーターセット及び遺伝子導入ベクター等。 

微生物材料：健康と環境の研究に資する乳酸菌、嫌気性菌、放線菌、極限環

境細菌、酵母及び糸状菌等。 

バイオリソース関連情報：上記リソースの特性情報のデータベースの継続的

改善と更新及びホームページやメールニュースでの情報発信。 

上記に加えて、集積されたバイオリソースを災害から守り安全に保管するた

め、播磨研究所に設置したバックアップ施設を引き続き整備・運営する。 

（イ）バイオリソースの質的向上、品質管理 

実験動物：遺伝的背景の網羅的検定法、病原微生物の微量迅速同定技術等。 

実験植物：植物培養細胞の保存・利用技術及び品質評価技術等。 

細胞材料：細胞同定・品質管理検査技術及びES細胞、iPS細胞等の幹細胞と栄

養細胞の樹立・大量培養技術法等。 

遺伝子材料：変異検出条件や修復条件の最適化による品質管理検査技術等。 

微生物材料：高度嫌気性細菌、酵母、糸状菌等の分離・同定・保存技術等。 

バイオリソース関連情報：特性情報に関する共通的項目の設定とデータベー

ス化及びバイオリソースを利用して発表された文献等の効率的・効果的な収集

システム。 

さらに、バイオリソースへの信頼性を高めるため、厳格な品質管理を実施す

る。特に、細胞材料並びに微生物材料については ISO 9001 国際品質マネジメン

ト認証に従い維持・管理する。 

（ウ）人材育成・研修事業 

バイオリソースに関わる人材の育成・評価プログラムを構築し、実施する。

外部の研究者を対象にした研修事業を実施し、ヒトES及びiPS細胞の取扱い技術

等、当センターの持つ高度な技術を移転する。 

（エ）国際協力・国際競争 

国際的優位性を確保するため、国際マウスリソースセンター連盟等に主導的

に参画する。また、アジアの関連機関と協力同意書を締結し、情報交換、技術
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移転等を実施し、アジアの欧米に対する相対的地位向上に貢献する。 

 

②バイオリソース関連研究開発の推進 

（ア）基盤技術開発事業 

バイオリソースの維持・保存の効率化や高度化に有効な方法を開発する。ま

た、バイオリソースの提供時における輸送手段の簡便化や安全性の確保等に関

する技術を開発する。 

平成20年度は、胚・精子の凍結保存法、近交系マウスにも応用できる核移植

クローン技術、リソースの省コスト保存技術、特に超低温槽を必要としないDNA

及び遺伝子組換え大腸菌の保存技術を開発する。 

（イ）バイオリソース関連研究開発プログラム 

最先端の研究ニーズに応えるため、各種特性解析技術、解析プラットフォー

ム、データベースの開発・整備を行うとともに、新規バイオリソース等を開発

する。また、開発・整備した技術や解析プラットフォーム等については、研究

コミュニティに対して広く提供する。 

平成 20 年度においては、以下の事業を行う。 

動物変異動態解析技術開発：生体内イメージング技術、単一細胞レベルのゲ

ノム修飾可視化技術及び BAC ライブラリー等の新規ゲノムリソース等。 

生体情報統合技術開発：外部からの刺激によって活性化される生体応答情報

伝達経路が制御する遺伝子の発現変化を組織、個体レベルで定量的に明示する

技術及び幹細胞の遺伝子操作技術等。 

新規変異マウス研究開発：標的とする特定遺伝子やゲノム配列に点突然変異

をもつマウス系統を提供するための高速かつ高精度な検出システム。 

マウス表現型解析：網羅的かつ詳細な階層的マウス表現型解析プラットフォ

ームの構築、本プラットフォームの外部への利用機会の提供及び解析の実施。 

疾患モデル評価研究開発：ゲノム・メタボローム等の手法を駆使した先導的

なヒト疾患モデルマウス解析技術の開発、原因遺伝子同定及び病態発現機構に

関する情報を付加した有用性の高いヒト疾患モデル。 
マウス表現型知識化研究開発：国際標準化された語彙基盤（オントロジー）

技術を用いたマウス変異体表現型の情報整備及びデータベース化。 
 

（５）ライフサイエンス基盤研究 

①オミックス基盤研究 

（ア）開発・整備の推進 

細胞の生理状態を規定する細胞内分子ネットワークを描き出す系統的解析シ

ステム「ライフサイエンスアクセラレーター（LSA）」を構築するためのオミッ

クス情報を測定する各要素技術（ライブラリ作成技術、シーケンス技術・タイ

ピング技術、培養細胞を用いた生理反応解析技術、情報処理・解析技術）を開

発する。 
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平成 20 年度は、独自に開発したプロモーター活性の解析法（CAGE 法）の高

度化を実施する。また、遺伝子発現制御やその他多くの生理機能に関与する機

能性 RNA を探索、解析する。 

 

（イ）利用研究及び普及の推進 

ⅰ）LSA の利用と普及 

平成 20 年度は、LSA の要素技術を活用して、ヒト白血病由来の細胞株等を

題材に、細胞の分化にともなって変化する遺伝子発現制御ネットワークを解

析し、細胞の安定状態を維持、あるいは変化させるカスケードを制御するカ

ギとなる転写因子を解析し、データベースを構築する。 

さらに、LSA 開発として整備、構築してきた最先端技術、解析手法の各要

素技術を標準化等、個別生命現象研究を展開する大学等の研究機関に対する

支援体制の整備に着手する。 

 

ⅱ）ゲノム機能情報集中解析 

平成 20 年度は、生命現象を分子システムとして解明するために必要な基盤

データの創出を目的とし、遺伝子発現情報、遺伝子発現調節情報、タンパク

質―タンパク質相互作用情報等に関する網羅的な解析を行う。 

 

②生命分子システム基盤研究 

（ア）整備・共用の推進 

ⅰ）NMR パイプライン研究 

平成 20 年度は、シームレスな解析パイプライン（タンパク質試料の調製か

ら、NMR 計測、立体構造解析、相互作用解析まで）の高度化を図るため、従

来の分子量限界を引き上げ、タンパク質・ペプチド複合体も解析の対象とで

きるように技術を高度化し、適用範囲を拡大する。約十件の共同研究を行い、

最先端技術基盤の提供を行う。 

 

（イ）利用研究の推進 

ⅰ）生命分子システム研究 

平成 20 年度は、生命を、多数の分子システムの集合としてとらえ、分子シ

ステムの時空間的挙動の理解・操作・論理的設計と予測を可能にするため、

研究の標的とする分子システムを構成するタンパク質、DNA、RNA等の中から、

重要なものを選択する。それらについて、生物学的な機能状態を反映する静

的または動的な高分子量複合体を設計し、大量に調製するために適切な手法

を選定するため、複数の手法を評価する。さらに、それらの複合体試料を大

量調製し、結晶構造解析等の構造・機能解析への適否を判定する。 

 

ⅱ）成果還元型生命分子システム研究 
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平成 20 年度は、理研内・外の専門家グループ、企業等との共同研究の標的

とする重要疾患に関する重要タンパク質等を選定する。立体構造が未知のも

のについては、単体または複合体の試料を調製して、結晶構造解析等の構造・

機能解析を開始する。他方、癌と感染症を中心として、立体構造既知の重要

タンパク質について、構造に基づく結合化合物の探索を行う。 

 

ⅲ）生命分子システム技術研究 

生命分子システムを試験管内に再構成する技術、生命分子システムの時空

間的な構造機能解析の技術、生命機能のシミュレーション技術等の新規の技

術を開発する。それらの技術を、ⅰ）及びⅱ）の研究において最大限に活用

するとともに、将来のパイプライン化、外部への成果移転を視野に入れる。 

平成 20 年度は、100 種類程度までの構成分子よりなるシステムについて再

構成と構造・機能解析を可能にするため、基礎となる試料調製技術の高度化

を行う。また、３種類以上の構成分子よりなる小規模なシステムを選んで、

再構成と機能解析を行い、さらに大規模なシステムを研究する際に予想され

る問題点を抽出する。 

 

ⅳ）次世代 NMR 技術研究 

平成 20 年度は、従来の限界を超える威力をもつ次世代 NMR 技術として、17O

標識ペプチドの固体 NMR スペクトルの計測、17O 標識タンパク質の試作、高磁

場 NMR 装置の部分試作等を行う。 

 

③生命情報基盤研究 

平成 20 年度は、現在、理研の各研究室から個別に公開されているデータベー

スを順次共通の形式に準拠させて公開できるようにするために、データベース

基盤の基本設計とプロトタイプの作成を行う。また、公開したデータの著作権

を保護するための技術を開発する。ゲノムレベルからフェノームレベルに至る

様々な階層におけるオミックス情報を統合的に解析し、生命のシステムとして

の理解を深めるためのインフォマティクス技術の仕様を決定する。 
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【別紙４】予算（人件費の見積もりを含む。）、収支計画及び資金計画 

 

１．予算 

平成２０年度 

（単位：百万円） 

区  分 金  額 

収入 

 運営費交付金 

 施設整備費補助金 

 特定先端大型研究施設整備費補助金 

特定先端大型研究施設運営費等補助金 

雑収入 

 特定先端大型研究施設利用収入 

受託事業収入等 

 計 

60,139

13,636

11,998

18,681

326

236

6,482

111,497

支出 

 一般管理費 

（公租公課を除いた一般管理費） 

  うち、人件費（管理系） 

     物件費 

     公租公課 

 

 業務経費 

 うち、人件費（事業系） 

物件費（任期制職員給与を含む） 

 

 施設整備費 

 特定先端大型研究施設整備費 

 特定先端大型研究施設運営等事業費 

受託事業等 

 計 

4,492

2,627

1,764

864

1,864

55,973

5,988

49,985

13,636

11,998

18,917

6,482

111,496

※各欄積算と合計欄の数字は四捨五入の関係で一致しないことがある。 

 

【人件費の見積り】 

 期間中の総人件費改革対象の常勤役職員の人件費の総額見込みは、14,746 百万円である。 

 なお、総人件費改革対象の常勤役職員数の人件費総額見込みと総人件費改革の取組の削

減対象外となる任期制研究者等の人件費総額見込みとの合計額は 21,867 百万円である。

（国からの委託費、補助金、競争的研究資金及び民間資金の獲得の状況により増減があり

得る。） 
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 ただし、上記の額は、常勤役職員（任期制職員を含む総人件費改革対象の常勤役職員）

の役員給与、職員給与及び休職者給与に相当する範囲の費用である。 

 

 

２．収支計画 

平成２０年度 

（単位：百万円） 

区  分 金  額 

費用の部 

 経常経費 

  一般管理費 

  うち、人件費（管理系） 

     物件費 

     公租公課 

  業務経費 

  うち、人件費（事業系） 

     物件費 

  受託事業等 

  減価償却費 

 財務費用 

 臨時損失 

 

収益の部 

 運営費交付金収益 

 研究補助金収益 

 受託事業収入等 

 自己収入（その他の収入） 

 資産見返負債戻入 

 臨時収益 

 

純利益 

前中期目標期間繰越積立金取崩額 

目的積立金取崩額 

総利益 

75,909 

4,460 

1,764 

833 

1,864 

52,477 

5,988 

46,488 

6,163 

12,707 

102 

0 

52,890 

5,736 

6,482 

551 

10,264 

0 

15 

274 

-

289

※各欄積算と合計欄の数字は四捨五入の関係で一致しないことがある。 
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３．資金計画 

平成２０年度 

（単位：百万円） 

区  分 金  額 

資金支出 

業務活動による支出 

投資活動による支出 

財務活動による支出 

次期中期目標期間への繰越金 

 

資金収入 

業務活動による収入 

運営費交付金による収入 

国庫補助金収入 

受託事業収入等 

自己収入(その他の収入) 

投資活動による収入 

施設整備費による収入 

定期預金解約等による収入 

財務活動による収入 

前期中期目標の期間よりの繰越金 

197,712 

69,824 

114,554 

2,181 

11,153 

197,712 

89,657 

60,139 

18,681 

6,506 

4,332 

96,041 

25,633 

70,407 

0 

12,014

※各欄積算と合計欄の数字は四捨五入の関係で一致しないことがある。 

 


